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本稿は，当（財）農村金融研究会が（株）

農林中金総合研究所の委託を受け，農林中

央金庫水産部の協力のもと，2005年８月に

実施した「第24回漁協信用事業アンケート

調査」結果の概要である。

今回調査は，信用事業を実施している

118組合（以下「実施組合」という）と，104

信漁連支所（支所のほか，支店，営業店，代

理店，取次店も以下「支所」という）の計

222実施組合・支所を対象に実施した。

なお，支所へのアンケートは，信用事業

を譲渡した組合（以下「譲渡組合」という）

経由で管内の信用事業を担っている支所に

記入をお願いした。

調査において重点を置いた項目は，①組

合の水揚金額の傾向や決算概況，②貯金，

貸出金の動向，③貯蓄推進，④貸出推進，

である。

アンケートの対象となった組合（実施組

合及び譲渡組合）の04年度１組合平均（大

規模１組合を除く）は，組合員数566人（全

国組合平均の2.0倍）
（注１）

，うち正組合員341人

（同2.0倍），職員数29人（同2.7倍），水揚金

額（属地）17.5億円（同0.9倍）である。

信用事業関連をみると，１実施組合・支

所平均は，職員5.2人（全国平均の1.4倍）
（注２）

，

貯金残高37.1億円（同1.3倍），貸出金残高は

10.5億円（同1.2倍）である。

平均値は全国平均を上回るものが多い

が，組織・事業規模等にかなりの乖離があ

り，平均値は大規模組合の個別事情等が反

映されやすくなっている。したがって，集

計結果の平均値の利用にあたっては，全国

の動向を把握するうえでは特に問題はない

ものの，扱いは参考程度とされたい。

（注１）水産庁『水産業協同組合統計表（平成15年）』
（注２）全漁連『漁協貯金，水揚高の状況（平成17年
３月31日現在）』

（１） 最近の年間水揚高の傾向

漁協経営に大きな影響を与える年間水揚

高（属地）のここ２～３年の傾向をみると

（222組合集計），「減少」66.7％，「増加」

16.2％，「変化なし」17.1％となっている。

国内の沿岸・沖合漁業及び海面養殖業の

生産額をみても，沖合漁業は04年に前年よ

り増加しているものの，養殖業，沿岸漁業
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とともに減少傾向にあることがわかる（第

１図）。

次に，水揚高に影響を与える水揚量と価

格のここ２～３年の傾向をみると（222組

合集計），水揚量は「減少」61.7％，「増加」

19.4％，「変化なし」18.9％，価格は「下落」

68.5％，「上昇」10.3％，「変化なし」21.2％

となっている。

なお，水揚量が減少し，魚価も下落した

組合は45.0％（100組合）であり，一方，水

揚量が増加し，魚価も上昇した組合はわず

か1.8％（４組合）である。

漁協を取り巻く事業環境は，水産資源の

減少，魚価の低迷，漁業就業者の減少・高

齢化などによって悪化してきてい

ることがうかがえる。

（２） 経営収支

04年度の１組合当たりの事業総

利益は，実施組合及び譲渡組合と

もに前年度より悪化している。事

業別にみると，販売事業は前年度

比で好転しているものの，購買事

業は２年連続の悪化である。実施

組合の信用事業は２年連続の悪化で，その

幅も拡大している（第１表）。

事業利益は実施組合及び譲渡組合とも３

年連続の赤字であり，全体では218組合中

137組合（62.8％）が赤字である。本業で事

業管理費が賄えない組合の多いことがわか

るが，このような採算性が厳しいいくつか

の組合にヒアリングしたところ，販売事業

の職員を減らすなど人件費などの削減には

すでに取組済みで，これ以上の費用の削減

は困難であるというところが多かった。ま

た，行き過ぎた職員の削減によって１職員

当たりの労働の質・量は増加しており，職

員の体調不良やモチベーションの低下，新

規事業や販路開拓などへの取組体制の不備

などが生じている漁協もあった。

次に，経常利益は３年連続の黒字であり，

譲渡組合においては04年度増益となってい

る。これは補助金，補償金，賃貸料，プレ

ジャーボートの係留・監視料など多岐にわ

たる事業外利益によるものである。なお，

経常利益段階での黒字は全体では218組合

中149組合（68.3％），赤字は69組合（31.7％）
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（単位　百万円）

事業総利益 

　うち信用 
　　　共済 
　　　購買 
　　　販売 

事業利益  

経常利益  

税引前当期利益  

（注）１　譲渡組合の共済事業は９１組合, 販売事業は９０組合で集計。    
２　３か年の実数が把握できる組合のみで集計。   

第1表　経営収支の概況（１組合平均） 
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第1図　漁業生産額の推移 

沿岸 

沖合 

養殖業 



である。

（１） 貯金残高の動向

04年度末の貯金残高は，実施組合及び支

所ともに前年度末より減少しており，実施

組合においては２年連続の減少である（第

２表）。

貯金種類別にみると，実施組合及び支所

ともに定期性貯金が２年連続の減少で，そ

の幅も拡大している。一方，04年度末の当

座性貯金は両者とも増加しており，支所に

おいては２年連続の増加となっている。こ

れはペイオフの影響もあるが，ヒアリング

によると，漁業所得の減少に伴う定期性貯

金の解約，及びそれによる漁業資金・家計

費への補填が多いようである。

このような組合員の生活が厳しくなって

いる状況は，「利用者からよくある相談・

問合せ」の設問に対して「生活のため小口

資金」（65.5％）の回答が最も多かったこと

からもうかがえる（第２図）。

（２） 貯蓄推進

04年度の重点貯蓄推進商品をみると

（118実施組合・103支所集計，上位３つ回答），

「年金口座の獲得」（42.5％）が最も多く，

次に「懸賞品付定期貯金」（40.7％），「定期

積金」（37.1％）となっている。

次にPR方法をみると（同，複数回

答），「窓口」（75.6％）が最も多く，

次に「特別推進」（44.8％），「女性

部」（32.1％）となっている。「漁協

の総（代）会」（17.2％）や「組合

広報誌」（8.6％）でPRをしている

ところは少なく，実施組合・支所

別にみてもほとんど差はなかった。

貯蓄推進のためのサービスをみると

（同，複数回答），「粗品等の提供」（66.1％）

が最も多く，次に「金利の上乗せ」

（39.8％），「懸賞品の付与」（35.7％）とな

っている。

なお，先のPR方法やサービスについ

て実施組合・支所が独自に企画したもの

をみると，「特になし」（60％以上）が最

も多くなっており，PRの大部分が信漁

連・本所からの要請・指示によるもので
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３　貯金残高の動向と貯蓄推進

（単位　百万円） 

貯金合計 

　当座性貯金 

　定期性貯金 

　 

第2表　貯金残高の動向（１組合・支所平均） 
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（注）　２２０組合・支所の集計。 
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（６５．５） 

漁業資金の借替え （２３．２） 

借入金の繰上返済 （１２．３） 

相続・遺言 （７．３） 
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老後資金 （３．６） 

貯金の預替え先（組合から他行へ） （１．４） 
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（％） 
３５ 

第2図　利用者からよくある相談・問合せ 
 　　　　　　  （上位２つ回答）　　　 



あることがわかる。各実施組合・支所管内

の状況は様々であり，それに応じた推進の

ためのPRやサービスを各実施組合・支所

が工夫し，提供することが望ましいと考え

られるが，そのような状態にないことがう

かがえる。

（１） 貸出金残高の動向

04年度末の貸出金残高は，支所では増加

に転じており，実施組合では２年連続の減

少となっている（第３表）。

貸出金種類別にみると，実施組合におい

ては短期・長期資金ともに２年連続の減少

であるが，長期資金のうち住宅ローンは微

増している。これに対して，支所は04年度

末，短期資金は減少，長期資金は増加に転

じているが，特徴的なのは実施組合より貸

出金残高に占める住宅ローンの割合が高い

ことである。ヒアリングによると，最近は

収益の改善のため，住宅や自動車などのロ

ーン推進に力を入れている，あるいは入れ

ようとしている実施組合・支所が多くなっ

ている。

貸出先別にみると，実施組合及び支所と

もに，組合員に対しては２年連続の減少で，

その幅も拡大している。これは，漁業資金

の新規貸出が伸びず，一方で償還が進んで

いることが主な原因のひとつである。しか

し，漁業資金に対するニーズがないという

わけではなく，現在の漁業環境下で，問題

なく返済ができる収益の見込みが立たない

ため借入を手控えているのが実情のようで

ある。また，水揚高の好調なところでは，

漁業所得の比較的多い組合員がおり，積極

的に造船や機関換装への投資はあるもの

の，自己資金を利用する場合が多く，実施

組合・支所の貸出には結びつかないという

ケースもある。

（２） 貸出推進

04年度の重点貸出推進商品をみると（上

位３つ回答），「自動車ローン」（29.0％）が

最も多く，次に「長期漁業資金」「特にな

し」（各28.5％）となっている。実施組合・

支所別にみると，支所の方が「住宅ローン」

「自動車ローン」と回答している割合が高

くなっている。「その他」としては，大部

分が「小口資金」「生活資金」を挙げてい

る（第４表）。

次に，重点貸出推進商品として最も回答

の多かった自動車ローン推進のためのPR

方法（04年度）をみると（複数回答），「特

になし」（57.1％）が最も多く，次に「窓口」

（23.7％），「特別推進」（19.6％）となってい

る。実施組合・支所別にみると，支所の方

が「窓口」「特別推進」と回答している割

合が高く，支所の方が推進に積極的である

ことがうかがえる（第５表）。
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４　貸出金残高の動向と貸出推進

（単位　百万円）

実施組合（ｎ＝１０７） 

支所（ｎ＝９５） 

第3表　貸出金残高の動向（１組合・支所平均） 
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０３ 

年度末残高 

１，０４３．０ 

１，０４０．９ 
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同様に，04年度の自動車ローン推進のた

めのサービスを実施組合・支所別にみると

（複数回答），両者とも「特になし」という

回答が最も多いものの，支所の方が「金利

の優遇」と回答している割合が高くなって

いる（第６表）。

なお，住宅ローンのPR方法・サービス

についてもほぼ同様の結果である。

ヒアリングをした組合・支

所の多くで「貸出は推進する

ものではなく，利用者からの

借入申込みを待つしかない」

という意識が定着しており，

このようなアンケート結果に

は，推進するための意識・ノ

ウハウの不足が表れていると

考えられる。また，人員が足

りないという問題もあるであろう。

漁業を取り巻く環境は悪化し続けてお

り，先行きが不透明な漁協・支所が多いの

ではないかと思われる。

そのようななか，新たな収入源の確保の
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（単位　回答組合数，％） 

信
用
事
業 
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２３．７ 

１７ 
１４．５ 

３５ 
３４．３ 
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４．９ 
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ていな   
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なし 

新聞 
広告 

　　 

第5表　０４年度の自動車ローン推進のためのPR方法 

おわりに

（単位　回答組合数，％） 

信
用
事
業 

２１９ 
１００．０ 

１１７ 
１００．０ 

１０２ 
１００．０ 

実施 

支所 

合計 

合計 

４１ 
１８．７ 

１１ 
９．４ 

３０ 
２９．４ 

提案型 
渉外　 

金利の 
優遇　 

相談会 
の実施 

販売店 
等との 
連携　 

取り扱っ 
ていな   
い  　  

特に 
なし 

５ 
２．３ 

３ 
２．６ 

２ 
２．０ 

６ 
２．７ 

１ 
０．９ 

５ 
４．９ 

６ 
２．７ 

１ 
０．９ 

５ 
４．９ 

- 
- 

- 
- 

- 
-

１４９ 
６８．０ 

８８ 
７５．２ 

６１ 
５９．８ 

１８ 
８．２ 

１３ 
１１．１ 

５ 
４．９ 

その他 

　　 

第6表　０４年度の自動車ローン推進のためのサービス 
　　　   （複数回答） 

（単位　回答組合数，％） 

信
用
事
業 

２２１ 
１００．０ 

１１８ 
１００．０ 

１０３ 
１００．０ 

実施 

支所 

合計 

合計 

６４ 
２９．０ 

２５ 
２１．２ 

３９ 
３７．９ 

自動車 
ローン 

６３ 
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３５ 
２９．７ 

２８ 
２７．２ 

長期 
漁業 
資金 

５０ 
２２．６ 

７ 
５．９ 

４３ 
４１．７ 

住宅    
ローン 
（新規） 

４５ 
２０．４ 

２８ 
２３．７ 

１７ 
１６．５ 

短期 
漁業 
資金 

２１ 
９．５ 

１ 
０．８ 

２０ 
１９．４ 

住宅    
ローン 
（借替え） 

１７ 
７．７ 

８ 
６．８ 

９ 
８．７ 

教育    
ローン 

１６ 
７．２ 

１０ 
８．５ 

６ 
５．８ 

カード 
ローン 

１１ 
５．０ 

７ 
５．９ 

４ 
３．９ 

当座 
貸越 

９ 
４．１ 

２ 
１．７ 

７ 
６．８ 

リフォ 
ーム   
ローン 

２７ 
１２．２ 

１１ 
９．３ 

１６ 
１５．５ 

その他 

６３ 
２８．５ 

４５ 
３８．１ 

１８ 
１７．５ 

特に 
なし 

５ 
２．３ 

３ 
２．５ 

２ 
１．９ 

貸出は 
抑制す 
る方針 

５ 
２．３ 

２ 
１．７ 

３ 
２．９ 

貸出業 
務は行 
えない 

　　 

第4表　０４年度の重点貸出推進商品（上位３つ回答） 



とではあるが，まずは収入増加の可能性の

検討・取組みを今一度行うことが重要では

ないだろうか。同時に，組合員，地域住民

と話し合いの機会を設け，各地域に合った

漁協・支所のあり方を検討することも必要

なことであると思われる。組合員，地域住

民からより一層必要とされる漁協・支所と

なることが期待されている。

（（財）農村金融研究会副主任研究員

尾中謙治・おなかけんじ）

農林金融2006・5
59 - 287

ために直売所をはじめたり，魚価の向上の

ために産地のブランド化に取り組んだりし

ている漁協がある。一方，経費（特に人件

費）の削減に注力している漁協もある。こ

れは漁協の収益・財務格差によるところも

あるが，ヒアリングのため訪問すると，明

らかに前者の漁協の方が活気はあり，職員

は生き生きとしている。何より，将来の可

能性を感じる。

店舗統廃合等による経費削減も重要なこ


